
 一 般 競 争 入 札 公 告 

 
 

 沖縄県立小禄高等学校長が委託する自家用電気工作物保安管理業務について、一般競争

入札（以下「入札」という。）に付するので、次のとおり公告する。 

 

 令和６年３月 ７日 

            沖縄県立小禄高等学校長 

 

１．入札に付する事項 
 (1) 件  名          小禄高等学校自家用電気工作物保安管理業務委託 

 (2) 業務の内容    契約書(案)及び入札説明書による 

 (3) 契約の期間        令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで（36 ヶ月） 

 (4) 留意事項     この広告は、令和６年度当初予算成立を前提とした年度開始前            

の事前準備手続きであり、予算成立後に効力が生じるものとし、            

県議会において当初予算が否決された場合は契約を締結しない            

こととする。また、本業務は「沖縄県長期継続契約を締結する            

ことができる契約を定める条例」に基づく長期継続契約であり、            

翌年度以降において当該契約に係る予算について減額又は削減            

があった場合は、当該契約は解除することができるものとする。 

 

２．入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 (1) 沖縄県内に主たる事務所がある者で、かつ沖縄本島に主たる営業所または従たる   

営業所を有すること。 

  (2) 第三種電気主任技術者の資格を有し、５年間以上の実務経験がある技術者を有す   

る法人であること。また、当該委託に電気主任技術者を配置できること。 

  (3) 那覇産業保安監督事務所作成の電気保安法人の公開名簿に登録されており、か

つ、沖縄県の競争入札参加資格者名簿に登載されている法人であること。 

  (4)  社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入する義務がある者につ

いてはこれらに加入し、保険料の滞納がないこと。 

 (5) 雇用する労働者に対し、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）に規定する最低賃 

以上の賃金を支払っていること。また、賃金の滞納がないこと。 

  (6)  地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

 (7)  入札参加資格申込日から当該入札の開催日までの間において、本県の指名停止措   

置を受けていない者であること。 

 (8)  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更正手続開始の申立てをした

者若しくは申立てがなされた者でないこと。又は、民事再生法（平成 11 年法律第

225 号）の規定による民事再生手続き開始の申立てをした者若しくは申立てがな

された者でないこと。 

 (9)  暴力団等反社会勢力に関係する者ではないこと。 

 (10)  県税（法人事業税等）、消費税及び地方消費税について滞納がないこと。  

(11)  故障等緊急時（休日や夜間含む）に迅速に現場にて対応できること。 

  

３．入札参加資格の確認等 
 (1)  本件に係る入札に参加を希望する者は、別に配布する「一般競争入札参加資格確        

認申込書（第 1 号様式）」及び関係書類を持参または書留郵便により提出するこ

と。 

  (2)  申請書類の受付場所 

    沖縄県那覇市鏡原町２２番 1 号 

    沖縄県立小禄高等学校 管理棟 1 階事務室 

  



(3) 申請書類の提出期限 

    令和６年３月１４日（木）午後５時必着 
       （直接持参の場合、平日：午前９時から午後５時まで） 

  (4)  審査結果の通知 

    入札参加資格審査結果は申請書確認の上、電話により通知する。 

 

４．契約条項を示す場所及び期間 
 (1) 場所 沖縄県立小禄高等学校 管理棟１階事務室 

 (2) 期間 広告日から令和６年３月１４日（木）まで 

            （平日：午前９時から午後５時まで） 

 

５．入札執行の場所及び日時 
 (1) 場所 沖縄県立小禄高等学校（多目的教室）                    

(2) 日時 令和６年３月２１日（木） 午前１０時 

 

６．入札保証金に関する事項 
  見積る契約金額を契約期間の月数（36 月）で除して得た額に 12 を乗じて得た額の 100 

分の５以上の金額をとする。ただし、次の(1)又は(2)のいずれかに該当するときは、

入札保証金の納付が免除される。 

 (1) 保険会社との間に沖縄県を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、その証書を  
提出する場合 

 (2) 契約の相手方が国（独立行政法人、公社及び公団を含む。以下同じ。）又は沖縄県  

若しくは沖縄県以外の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し

た実績を有し、これらのうち過去２箇年の間に履行期限が到来した二以上の契約を

全て誠実に履行したことを証明する書類を提出する場合（その者が落札した場合に

おいて、契約を締結しないこととなる恐れがないと認められる時に限る。）     

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

沖縄県立小禄高等学校 

                          担当 古謝 

                          TEL 098-857-0481 

                          FAX 098-857-5456 

 

      


